
これから、政策６－２、次代を担うグローバル人材の育成、施策（１）留
学・海外交流の促進について説明します。

お手元に施策調書を御用意して視聴をお願いします。

まず１ページを御覧ください。



本施策は、「海外に留学する大学生や高校生を増やすとともに、外国人留学
生の受入れを増やし、海外交流を促進すること」を目標に掲げています。

この目標を達成するため、活動指標を設定し、施策の進捗を管理しています。



２ページを御覧ください。

本施策では、「グローバル社会における持続可能な地域社会の担い手の育
成」、「外国人留学生の受入れ拡充に向けた入口から出口までの一体的な支
援の強化」、「児童・生徒等に対する国際感覚の涵養」という視点から、産
学官の連携による海外留学の促進、外国人留学生の受入れ・定着の促進、ア
フターコロナに向けた海外との交流促進を実施しています。



３ページを御覧ください
現状・課題と県の施策について御説明します。

まず、現状と対応すべき課題の一つ目です。
あらゆる分野でグローバル化が進展する中、豊かな国際感覚とコミュニケー
ション能力を身につけ、地域や国際社会に貢献できる人材の育成が求められ
ていますが、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、海外への留
学生数は大きく減少しています。

県は、「グローバル社会における持続可能な地域社会の担い手の育成」とい
う視点をもって、産学官が一体となって海外留学を促進する取組を推進しま
す。



まず、「１ 県内高等教育機関から海外への留学生数の推移」です。

県内高等教育機関から海外への留学生数は、令和元年度までは堅調に推移し
ていましたが、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による世界
的な出入国制限により、大きく減少しました。



続いて、「２ グローバル人材育成基金による海外交流者数」です。

ふじのくにグローバル人材育成基金を活用した県内高校生及び教職員の海外
交流者数は、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和元年度・２年度
と減少しましたが、令和３年度は、オンラインによる交流を促進した結果、
増加しています。
 
 



４ページを御覧ください。
現状と対応すべき課題の二つ目です。

これからの社会においては、海外からの優れた人材の確保、日本人学生の異
文化理解等にもつながる海外からの留学生の受入れを積極的に進めていくこ
とが重要であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により減少した海外
からの留学生の受入れを増やすため、海外教育機関へのリクルーティング等
により、本県への留学促進を図っていく必要があります。

県は、「外国人留学生の受入れ拡充に向けた入口から出口までの一体的な支
援の強化」という視点をもって、コロナ禍で激減した外国人留学生の獲得に
積極的に取り組むとともに、本県の持続的な発展を支える外国人留学生の県
内定着を促進します。



まず、「１ 外国人留学生数の推移」です。

本県の外国人留学生数は年々増加の傾向にありましたが、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大に伴う入国制限により、令和３年度は減少に転じました。



外国人留学生は、国内の日本語学校を経由して高等教育機関や専修学校に入
学する割合が高いため、国内の日本語教育機関に在籍する留学生の減少に伴
い、今後、県内の高等教育機関や専修学校の在籍者数が減少することが懸念
されます。 

増加傾向に転じるのは令和６年頃の見込みであり、それまでは留学生数の減
少が続くことが予想されます。
 



５ページを御覧ください。
「２ 外国人留学生の進路状況」です。

外国人留学生数の国内への残留率は、平成28年度から令和２年度までの５年
間で約10％減少していますが、本県への残留率は３割程度で推移しています。



６ページを御覧ください。
現状と対応すべき課題の三つ目です。

教育分野での海外との交流促進に向けては、本県地域外交方針における重点
国・地域等との継続的な相互交流や、県内高等教育機関と海外大学との連携
強化を図っていくことが重要であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
により中止されていた海外との交流を再構築するとともに、オンラインとリ
アルの長所を活かした新たな交流を促進していく必要があります。

県は、「児童・生徒等に対する国際感覚の涵養」という視点をもって、早期
から国際感覚を育て、海外への留学生数の増加や外国人留学生の受入れ拡充
につなげます。



「１ 海外交流の状況」です。

地域外交の重点国・地域等との継続的な高校生相互交流を進めています。 
令和２・３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での交流
は実施していないものの、オンラインにより交流を継続しています。 



次に、「２ 海外修学旅行を実施した高等学校の割合」です。

海外修学旅行を実施した高等学校の割合は、平成29年度35.5%（49校）から
令和元年度37.7％（52校）となりましたが、令和２・３年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、実施していません。



「３ 高等教育機関における海外大学との交流」ですが、県内の高等教育機
関は、コロナ禍にあっても海外との交流を進めており、令和２年度までに、
43か国･地域の大学等と305の協定を締結しています。

国別内訳の上位３か国は、中国、アメリカ、次いで韓国の順となっており、
オンラインの活用により取組を進めています。

 



８ページを御覧ください。
ここでは、施策に関する県と教育機関、地域・産業界との役割分担について
御説明します。

県は、大学、産業界、地域の連携組織である「ふじのくに地域・大学コン
ソーシアム」を通じ、海外留学や留学生の受入れを促進するほか、「ふじの
くにグローバル人材育成基金」の活用により、県内の高校生及び教職員の海
外留学・海外研修等を促進します。

教育機関は、外国人留学生の受入れの拡充や海外の教育機関との交流協定の
締結、学内のグローバル化の体制を整備するとともに、学生の海外留学や外
国人留学生の受入れに対し、奨学金や寮の整備など必要な支援を行います。

地域や産業界は、「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」や「ふじのくに
グローバル人材育成基金」への寄附を通じ、学生や生徒の海外留学・海外研
修等を支援していただくとともに、留学生や海外への留学人材を積極的に活
用するなど、働く意欲のある誰もが能力を発揮できる環境づくりに取り組ん
でいただきます。



続いて、９ページ、10ページを御覧ください。
主な取組について御説明します。
まず、「視点１」についてです。

海外留学を促進するため、産学官の連携を強化し、県内大学生の海外留学を
支援するとともに、ふじのくにグローバル人材育成基金を活用し、高校生と
教職員の海外体験の促進に取り組んでいます。



取組の一つ目は、「産学官による海外留学の支援」です。

本県では、平成29年度から令和３年度まで、文部科学省が行う留学促進キャ
ンペーン「トビタテ！留学JAPAN」に参画し、県内大学生の海外留学を支援
してきました。
「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」が実施主体となり、広く県内の企
業・経済団体、金融機関等の協力のもと、地域コーディネーターと協力企業
代表により事業実施委員会を組織しました。



これまで、県内の21団体、延べ128の企業様から741万円の寄附をいただき、
15人を派遣留学生として採用しました。



留学先、学びのテーマは多岐にわたりますが、現地で国際学会に参加したり、
静岡茶をPRするなど、実践的な留学プログラムを行っています。

留学後は、５人が県内に、６人が県外に就職しました。



11ページを御覧ください。

「トビタテ！留学JAPAN地域人材コース」の終了に伴い、令和４年度から、
本県独自の新たな奨学金制度「ふじのくに留学応援奨学金」を創設しました。
県内の産学官が連携し、「グローバル社会における持続可能な地域社会の担
い手となる人材を育成する」ことを目的としています。

本制度では、①本県の地域課題の解決に意欲を有する人材、②帰国後、本県
の留学機運の醸成に向けた取組に主体的に参画する人材を支援します。
また、派遣留学生は、留学先での実践的活動を通して主体的な課題解決能力
を培い、留学経験を、将来、本県の地域・産業界へ還元することを目指しま
す。

 



なお、奨学金制度は、県の補助金と県内企業様からの寄附金で運営し、年間
６人程度の海外留学を支援します。



続いて、12ページ、13ページを御覧ください。
取組の二つ目は、「ふじのくにグローバル人材育成事業」です。

静岡県教育委員会では、国内外で活躍できるグローバル人材を育成するため、
「ふじのくにグローバル人材育成基金」を活用し、県内高校生及び教職員の
海外留学・海外研修等を促進しています。
令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、高校生の留学や教
職員の海外研修は実施できませんでしたが、海外体験に意欲のある者を後押
しするため、オンラインによる交流を実施しました。
大学との連携企画による留学では、アメリカ・ジョージタウン大学のオンラ
イン英会話プログラムを夏と春に実施し、延べ155人が参加しました。



グローバルハイスクール研究指定は、学校の特色を生かした課題研究を中心
に、海外の大学や研修機関等と連携してフィールドワーク等を実施する学校
を指定し、オンライン交流による課題研究を実施するもので、県内の６高校
が参加しました。



海外インターンシップは、静岡銀行の本部と香港支店をオンラインで結び、
静岡銀行の国際業務について学習するものです。新型コロナウイルス感染症
の感染拡大のため、国内研修のみをオンライン形式で実施しました。

平成28年度、本事業に参加した者に対する追跡調査では、参加者の96.2％が
「海外体験後、ものの考え方や興味関心が変わった」と回答し、また、全員
が「後輩にもこの事業による海外体験を勧めたい」と回答しています。
令和3年夏に実施したオンライン英会話プログラム参加者へのアンケートでは、
参加者の96.4％が「英語のスピーキング力、リスニング力が向上したという
実感が「ある」「どちらといえばある」」と答え、
また、92.9％が「今後、英語外部検定にチャレンジする意欲が「高まった」
「どちらといえば高まった」」と回答しています。

今後、国際的な感覚や視点を持つ高校生や教職員の育成のため、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大状況等を見据えながら、オンラインと実際の海外渡航
を組み合わせた海外交流を促進していきます。



14ページを御覧ください。
取組の三つ目は、「ふじのくに海外留学応援フェアの開催」についてです。

本県における「グローバル人材の育成」のため、平成27年度から、県内の学
生及び県内高校生に対し、海外留学に関する講演会や各国大使館等によるミ
ニセミナーを開催しています。



開催実績ですが、フェアの参加者数は、新型コロナウイルス感染症の影響に
より減少していますが、対面とオンラインを併用した令和３年度は255人が参
加しました。
内容に対する参加者の満足度は高く、具体的には決まっていない者を含め、
参加者の６割が海外への留学を検討しています。



続いて、15ページを御覧ください。
「視点２」についてです。

外国人留学生の受入れ・定着促進に向けては、本県への留学促進に向けた積
極的な情報発信を行うとともに、ふじのくに地域・大学コンソーシアムが実
施する留学生支援事業への支援を通じ、就職（出口）の成果が外国人留学生
の受入れ（入口）の拡充につながる好循環システムを構築します。



取組の一つ目は、「ふじのくに地域・大学コンソーシアムによる留学生支援
事業」です。

本県では、コンソーシアムに専門人材を配置し、県内大学等と連携して留学
生の受入れ、海外留学の促進、大学のグローバル化に取り組む体制を構築し、
留学生の受入れから滞在・就職支援まで、「入口から出口まで」の一体的な
支援を行っています。



こちらは実施体制です。
コンソーシアムに、大学グローバル化推進プロジェクトディレクターを配置
し、その下に海外部門を統括するマネージャー、本県にゆかりのある海外人
材や、県内で学ぶ留学生を登用した広報アンバサダーなどを配置しています。

また、留学生支援事業実施委員会には、県内高等教育機関のほか、静岡県国
際経済振興会や静岡県国際交流協会、企業など多様な主体が会員として参加
しています。



16ページを御覧ください。

コンソーシアムが行っている留学生支援事業の内容です。
入口（受入促進）から出口（就職支援）まで、留学生のステージに合わせ、
きめ細かに実施しています。



近年は、特に就職支援に力を入れており、産学官が連携して「企業の意識改
革」と「留学生の静岡就職に必要なスキルを体系的に習得」する仕組みを構
築し、企業と留学生の双方でミスマッチのない就職マッチングを促進してい
ます。

事業に参加する留学生数は年々増加していましたが、新型コロナウイルス感
染症の影響による事業の中止や縮小に伴い、令和２年度、令和３年度は減少
傾向にあります。



続いて、17ページを御覧ください。
取組の二つ目は、「留学生デジタルプラットフォーム構築事業」です。

コロナ禍で激減した留学生の獲得と定着の強化に向け、アフターコロナを見
据えた留学生支援の充実を図るため、令和４年度から、国の交付金を活用し
た新たな事業を開始しました。

海外学生のニーズを把握・分析し、デジタルを活用した情報発信を強化する
ことにより、「静岡県」や「静岡の大学」への興味を喚起し、静岡留学への
意識付けを行うとともに、将来のキャリアを静岡県で実現するイメージを与
え、県内への入学促進と定着増を図ることを目的としています。



コンソーシアムに、本県留学に関する総合窓口となる多言語のデジタルプ
ラットフォーム（ウェブシステム）を構築し、留学生の「知りたい」に応え
る学び、生活、就職などのコンテンツを掲載するとともに、海外部門を統括
する「海外展開マネージャー」、本県への留学経験がある現地人材等を「海
外コーディネーター」として海外に配置し、デジタルプラットフォームを活
用したリクルーティングを強化していきます。

令和４年度及び令和５年度は、ベトナム、インドネシア、スリランカを留学
生獲得の強化国とし、現地の教育機関に対する進学説明会等を積極的に開催
します。



これは、プラットフォームのイメージを図にしたものです。

入学前、在学中から、卒業後も利用できるオンラインコミュニティを構築し、
プラットフォームを活用した人材の発掘や育成を行います。

DXと対面の効果的な融合により、就職（出口）の成果が留学生受入れ（入
口）の拡充につながる好循環システムの構築を目指します。



続いて、18ページを御覧ください。
取組の三つ目は、「さくらサイエンスプログラムの実施」です。

科学技術振興機構が実施する事業を活用し、本県と交流のあるアジア地域の
高校生を招聘し、科学技術分野での交流を深めることにより、本県への留学
意識の醸成を図り、県内大学等への外国人留学生の受入れを促進します。



平成28年度以降、モンゴル、インドネシア西ジャワ州の高校生を対象に、プ
ログラムを実施してきました。

令和元年度のプログラムに参加したインドネシアの高校生１名が、文部科学
省の国費外国人留学生奨学金を利用し、令和４年度内に来日する予定です。



19ページ、20ページを御覧ください。
取組の四つ目、「国際学生寮モデル事業」についてです。

県内大学においては、外国人留学生の住居の確保が課題となっています。
そこで、平成31年２月に、県内外の国際学生寮の整備事例をまとめ、県内高
等教育機関で共有しました。

さらに、静岡県立大学の教職員住宅を改修し、留学生と日本人学生の混住型
モデル寮をつくりました。



学生寮は、学内公募により「富学寮」と命名され、令和４年４月から入寮が
開始されました。

日本人学生と外国人留学生の計12人を定員とし、日常生活から国際交流を行
う場としています。

管理人の代わりに、入寮者の生活支援や寮内外交流促進に携わるレジデント
アシスタントを配置し、寮生に対する共同生活上の指導や助言、交流イベン
トの企画・運営、緊急時及び災害時の初期対応等を行います。



学生寮には現在、海外協定校等からの留学生や日本人学生８人、レジデント
アシスタント１人の計９人が入居しており、今年度後半には、12室の居室全
てに入居が完了する見込みです。



今後、管理運営のノウハウや教育効果を検証し、県内大学と情報を共有する
ことで、新たな活用方法について検討していくとともに、県内大学において
は、既存施設を活用した留学生の住環境整備などを具体的に検討していきま
す。

 



続いて、21ページを御覧ください。
「視点３」についてです。

アフターコロナに向けた海外との交流促進のため、県内高等学校の海外修学
旅行等を促進するとともに、県内大学における海外高等教育機関との交流や
短期留学生交流を推進します。



取組の一つ目は、「高等学校における国際感覚の涵養」です。

静岡県教育委員会では、地域外交の重点国・地域等との継続的な国際交流を
推進するととともに、高等学校の海外修学旅行を促進しています。
国際交流の推進については、オンラインを含めた学校間交流や留学の促進な
どにより、国際交流の機会を提供し、国際的な視野を持つ人材を育成してい
ます。
令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、モンゴル、台湾と
の相互交流・相互訪問は中止し、主にオンラインによる交流を実施しました。

 



また、外国の歴史・文化や習慣などを理解し、国際感覚を身につけた生徒を
育成するため、高等学校の海外修学旅行を促進しています。

令和元年度は、学校実施率が全国１位、生徒参加率が全国３位となっていま
す。
令和２・３年度は海外修学旅行を実施していませんが、新型コロナウイルス
感染症の状況を見据え、再開を目指しています。

 



22ページを御覧ください。
取組の二つ目、「浙江省との短期留学生交流」についてです。

本県と友好提携関係にある中国浙江省との教育交流を深め、大学・学生交流
を促進するため、平成20年度から短期留学生交流を実施しています。

 



これまで、浙江省から123人の留学生を受入れ、静岡県から72人の日本人学生
を送り出してきました。

浙江省から受入れた留学生のうち、26人が日本語関係又は日系企業への就職
し、10人が日本の大学又は大学院へ進学しました。

 



23ページを御覧ください。
取組の三つ目は、「COIL型教育を活用した大学間交流の形成支援」について
です。

COILとは、オンライン教育手法の進化を国際的な大学間交流に応用した、国
際的・双方向的な新しい教育実践の方法のことです。
静岡県立大学は、上智大学、お茶の水女子大学と文部科学省の事業に共同申
請し、採択され、先駆的な取組を実施しています。 

 



申請校及び申請校の協定校を中心とした海外の大学と、①COILを活用した交
換留学・日本人学生派遣、②他大学で受入れた留学生が３大学を移動する国
内循環型の留学生受入れ、③授業科目へのCOIL導入を実施するなど、オンラ
イン教育を利用した遠隔教育と交流事業を軸に、日本とアメリカの大学間連
携を図っています。

 

 



24ページを御覧ください。

新型コロナウイルス感染症により国外への移動が制限され、現地での交流が
困難な状況下において、県内大学では、オンラインを活用した新しいスタイ
ルの国際交流を実施しています。
取組の四つ目として、静岡文化芸術大学の取組を御紹介します。

静岡文化芸術大学では、平成30年度以降、22人の学生が「ブラジル青年派遣
事業」に参加しています。
毎年テーマを決め、日本の魅力を伝えるために学生が調査、提案、発表を行
いますが、コロナ禍以降は、同学と現地をオンラインで結び、実施していま
す。 

 



トルコ・イズミル経済大学とポーランド・ワルシャワ美術アカデミーの学生
とチームを組んでデザイン提案を行う「産学共同国際ワークショップ」は、
文化政策やデザインを学ぶ同大学らしい取組です。

令和３年度は、 ３大学24人の学生が、遠隔ツールを使いながら、浜松市で実
証実験が進められてきた「駐車場をコワーキングスペースとして活用し新た
な働き方を提案するテレワークパーク」に対するPSS（ Product, Service and 
System）デザインを提案しました。

取組についての説明は以上です。

 



次に、25ページを御覧ください。

最後に主要事業についてです。
これらの事業により施策を進めています。

施策についての説明は以上になります。


